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Ｈ２６年度 中間評価・革新的研究調査（ＦＳ）評価（案）一覧表

【ソフト分野・中間評価】 

（Ｈ２５採択・２年目） 

番号 
領

域 
ﾀｲﾌﾟ 研究名とその概要 研究代表者 H26 委託額

（千円） 
中間評価

(案)※ 

25-1 ６ Ⅱ 

研究名 
広域道路ネットワークの耐災害信頼性から観た
リンクの脆弱度及び改良優先度の実用的評価
手法の開発と適用性評価 

東京大学 

教授 

家田 仁 

16,000 Ｂ 

概要 

社会資本整備において実用的な道路ネットワーク
の信頼性評価手法に着目し、広域道路ネットワー
クの耐災害信頼性の観点から、リンクの脆弱度及
び改良優先度の評価手法の開発を行う。また、東
北地方をはじめとする日本各地の自然災害と空間
条件の実情を踏まえた現実的な道路ネットワーク
の信頼性指標の特性分析に基づいてその適用可能
性を評価する。 

25-2 ２ Ⅲ 

研究名 
物流の効率化と環境負荷の低減の両立を目指
した道路政策についての研究開発 

京都大学大学院 

教授 

谷口 栄一 

5,778 Ｃ 
概要 

大都市における貨物車交通の問題は、経済の発
展・環境の改善・省エネルギー・交通安全の観点
から非常に重要な問題であり、本研究開発におい
ては、東京や大阪などのメガシティにおいて物流
の効率化と環境負荷の低減の両立を目指した道路
政策を立案するための貨物車交通マネジメントの
方法論について研究を行う。 

25-3 ６ Ⅰ 

研究名 
事故発生位置情報を用いた事故分析総合シス
テムの研究開発 

東京大学 

特任教授 

山田 晴利 

10,000 Ａ 
概要 

これまでの事故データでは、事故発生位置がわか
るのは道路管理者がマッチング作業を行って位置
情報を附与している一般都道府県道以上の道路で
の事故のみであり、これ以外の道路の事故発生場
所は不明で，場所を特定しての分析はできなかっ
た。2012 年から全ての人身事故について発生位置
が附与されるようになったので、地理情報システ
ム(GIS)を援用し位置情報の入力支援・品質管理か
ら分析まで網羅できる、わが国初の総合的な全国
事故分析システムを研究・開発する。これは事故
分析のもっとも基本的な情報基盤であり、細街路、
ゾーン 30 等これまで十分な分析が行えなかった道
路、地域を対象とした分析に加えて、ヒヤリ・ハ
ットデータやドライブレコーダのデータとの連
携、沿道の建物用途・土地利用形態・道路線形と
の関連分析を可能とし、「幹線道路と生活道路にお
ける事故対策の展開」に寄与する。 

 

※中間評価：研究継続の妥当性評価 

 

 

 

 

 

 
 

（Ｈ２６採択・１年目） 

番号
領

域
ﾀｲﾌﾟ 研究名とその概要 研究代表者 H26 委託額

（千円） 
中間評価

(案)※ 

26-2 特 Ⅳ

研究名
首都圏 3 環状道路の効率的な運用に関する研
究開発 

東京大学 

教授 

大口 敬 

10,000 Ｂ 
概要

首都圏 3 環状道路の整備に伴う高速道路利用経路
特性、一般道路を含む首都圏道路ネットワークへ
の影響、施設立地と土地利用への影響等を分析・
モデル化し、とくに高速道路網の円滑性を確保す
るため、交通状態をリアルタイムにモニタリング
して首都圏道路ネットワークを効率的に運用する
方策を提案する。 

26-3 特 Ⅳ

研究名
首都圏三環状概成時を念頭においた料金施策
と ITS 施策による非常時を含む総合的交通マネ
ジメント方策の実用化 

一橋大学 

教授 

根本 敏則 

10,000 Ｂ 

概要

本研究は、首都圏三環状概成時において、日常の
みならず非常時、さらに将来の維持管理・更新時
のネットワーク運用計画策定を可能とする、最適
な料金設定や効果的な高度道路交通システムを核
とした総合交通運用マネジメントシステムを実装
することを目的とする。 

 

【ソフト分野・革新的研究調査（ＦＳ）評価】   

番号
領

域
ﾀｲﾌﾟ 研究名とその概要 研究代表者 

H25 委託
額 

（千円） 

FS 評価
(案)※ 

26-1 １ Ⅲ

研究名
次世代モビリティ社会を踏まえた移動空間評価
手法の開発研究 

名古屋大学 

教授 

山本 俊行 

10,000 Ｂ 
概要

超高齢社会や国際化、さらにはパーソナルモビリティ
（以下、PM と称す）等次世代モビリティの時代潮流を
踏まえると、道路の整備評価も従来の経済効率性だけ
でなく、移動者の快適性やストレス緩和等質的指標を
組込むことが必要と考える。本研究は、従来，指標化
が困難であった質的指標を生体情報によって定量化・
モデル化することで、次世代モビリティ社会を念頭に
置いた道路空間評価技術の開発、及び空間整備の
方向性の示唆を目的とする。 

 

 

 

 

   
 

Ａ：現行のとおり推進 研究は順調に実施されており、現行のとおり推進することによって十分な研究目的が達成される見込み

である。 
Ｂ：現行のとおり推進 

（指摘事項有り） 
研究は順調に実施されているものの、十分な研究目的を達成するためには、評価者からの指摘事項に

留意の上、推進することが必要である。 

Ｃ：研究計画を修正の上推進 このままでは十分な研究目的の達成が期待できないと思われるので、評価者からの指摘事項を踏ま

え、研究計画を修正の上、推進することが必要である。 

Ｄ：中 止 現在までの進捗状況に鑑み、研究目的の達成が困難と思われるので、研究を中止することが妥当と判

断される。 

資料２－２
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【ハード分野・中間評価】 

（Ｈ２５採択・２年目） 

番号 
領

域 
ﾀｲﾌﾟ 研究名とその概要 研究代表者 H25 委託額

（千円） 
中間評価

(案)※ 

25-4 ４ Ⅱ 

研究名 
道路橋示方書の改定を踏まえた性能設計概念に
基づく設計照査手法についての研究開発－特に下
部構造物を中心として－ 

岐阜大学 

教授 

本城 勇介 

8,000 Ｂ 

概要 

道路橋示方書は、Ｈ２３年度改定に引き続き、数年以内
に性能設計概念の徹底と、部分係数法による設計照査を
全面的に導入した大幅改定が予定されている。本研究は
この改定に備え、この概念と手法を全面的に取り入れた、
道路構造物への要求の高度化と多様化への対応、建設
や維持補修のコストの縮減等を目指した設計照査手法を
廻る諸問題に、具体的な解を示すことにより、性能設計の
導入の効果が速やかに発揮されることを目的としている。 

25-5 ８ Ⅱ 

研究名 
繊維シートや鋼板によって補強された RC 部材の再
劣化に対する健全度評価法の開発 

東北大学 

教授 

鈴木 基行 

13,940 Ａ 

概要 

経年劣化した道路橋は、補修・補強されて供用が続けら
れている。本研究は、繊維シートや鋼板補強によって表
面が覆われ、再劣化による変状が目視確認できない桁や
床版などの RC 部材に対して、非破壊検査法と健全度評
価法を開発する。 

 
 
（Ｈ２６採択・１年目） 

番号 
領

域 
ﾀｲﾌﾟ 研究名とその概要 研究代表者 

H25 委託額
（千円） 

中間評価
(案)※ 

26-4 ８ Ⅱ 

研究名 
表面処理技術を応用した腐食鋼桁端部の性能回
復技術に関する研究開発 

琉球大学 

准教授 

下里 哲弘 

9,860 Ａ 

概要 

本研究では特殊な表面処理技術を応用して、腐食面の
ブラスト処理、亜鉛粉末を付着した犠牲防食化および腐
食凹凸面の平滑化を図り、腐食鋼桁端部に対する効果
的かつ高耐久性を有する性能回復技術の提案を目的と
する。 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
【ハード分野・革新的研究調査（ＦＳ）評価】 

番号
領

域
ﾀｲﾌﾟ 研究名とその概要 研究代表者 H25 委託額

（千円） 
中間評価

(案)※ 

26-5 ８ Ⅱ

研究名 高性能鋳鉄床版の開発 

九州工業大学

教授 

山口 栄輝 

9,340 Ａ 

概要

床版に適する高性能鋳鉄の一体成形性と自由形状性を
活かした応力集中緩和と溶接レスの実現により、疲労性
能の高い安価な床版を開発する。既存ＲＣ床版を軽量な
鋳鉄床版に置き換えることにより、既存橋梁の長寿命化
及び耐震性の向上を実現するとともに道路拡幅の可能性
を高める。 

26-6 ８ Ⅱ

研究名
非破壊試験を用いたコンクリート構造物の表層品
質検査システムの構築 

広島大学 

准教授 

半井 健一郎

9,900 Ｄ 

概要

これまで直接的な検査が不可能とされてきた、コンクリート
構造物の耐久性を支配する表層品質を、非破壊試験の
組み合わせによって定量的かつ合理的に評価する新た
なシステムを構築し、耐久的な新設道路構造物の建設に
資する。 

 

 

※中間評価：研究継続の妥当性評価 

 

 

   
 

 

 

※ＦＳ評価：研究継続の妥当性評価 

Ａ：現行のとおり推進 研究は順調に実施されており、現行のとおり推進することによって十分な研究目的が達成される見込み

である。 
Ｂ：現行のとおり推進 

（指摘事項有り） 
研究は順調に実施されているものの、十分な研究目的を達成するためには、評価者からの指摘事項に

留意の上、推進することが必要である。 

Ｃ：研究計画を修正の上推進 このままでは十分な研究目的の達成が期待できないと思われるので、評価者からの指摘事項を踏ま

え、研究計画を修正の上、推進することが必要である。 

Ｄ：中 止 現在までの進捗状況に鑑み、研究目的の達成が困難と思われるので、研究を中止することが妥当と判

断される。 

Ａ：新規研究として採択 実現性は十分あると評価する。よって、次年度から新規研究として採択し、引き続き研究を継続する。 

Ｂ：新規研究として採択 
（指摘事項有り） 

実現性はあると評価するが、研究目標を十分達成するためには、評価者からの指摘事項に留意が必

要。次年度から新規研究として採択し、引き続き研究を継続する。 

Ｄ：不採択 実現性はほとんどなく、研究目標を達成することは困難と思われるので、研究を中止することが妥当と

判断される。 
 


